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β ｔ値 β ｔ値 β ｔ値
性別ダミ （ー男性=0、女性=1） -.092 -.986 -.325 -3.757 -.146 -1.584
最終学歴（中学卒業～大学中退0、大学卒業1） .138 1.520 .008 .095 .121 1.345
専門分野ダミ （ー医療=0、福祉=1） .130 1.394 .057 .660 .084 .912
雇用形態ダミ （ー非正規職員=0、正規職員=1） .174 1.968 .259 3.168** .161 1.844
所属団体における経験年数 -.038 -.410 .026 .299 -.038 -.406
過去の経験年数 .056 .597 .120 1.383 .050 .537
経営主体ダミ （ーその他の法人=0、NPO法人=1） .117 1.300 .171 2.05* .198 2.217
決定係数R2 .084 0.214*** .103
β：標準化係数 , ＊ｐ＜.05,**p<.01,***p<.001
表3　重回帰分析の結果
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を対象としているが、今回調査協力を得ることができなかった関係機関の職員に対しても調査
を行っていくことが必要である。第2に、『技術の実践』影響を及ぼす他の要因の存在について
も検討していくことが求められる。第3に分析手法について、今回の研究では重回帰分析とい
う探索的な分析レベルにとどまっている。共分散構造分析による検証を行う等分析レベルをあ
げ検討していくことが求められる。
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